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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期

第１四半期連結
累計期間

第61期
第１四半期連結

累計期間
第60期

会計期間

自平成25年
　４月１日
至平成25年
　６月30日

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　６月30日

自平成25年
　４月１日
至平成26年
　３月31日

売上高 （百万円） 29,264 32,921 124,709

経常利益 （百万円） 3,585 3,668 14,523

四半期（当期）純利益 （百万円） 2,288 2,579 7,426

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 4,814 1,607 14,158

純資産額 （百万円） 57,158 63,225 62,933

総資産額 （百万円） 128,499 143,219 142,531

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 47.52 53.48 154.09

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 39.2 39.0 39.0

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

 

 

２【事業の内容】

　　　　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

（１）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）における世界経済情勢は、米国では

実体経済面での緩やかな回復基調が持続し、欧州でも金融市場がほぼ安定し、一段の金融緩和を通じて実体経済向

上への後押しがなされました。中国では引き続き経済の引締め政策がとられていますが経済成長のペースはほぼ安

定しています。インド及びＡＳＥＡＮ諸国では投資の低迷により経済成長には依然もたつきが見られます。

　一方、日本経済については消費税率が引上げられましたが、金融緩和政策とそれを背景とした企業業績の回復で

景況感も更に向上する状況となりました。

　当社を取り巻く事業環境は、主に自動車・建設機械業界向け事業と舶用業界向け事業が堅調に推移しました。

　その結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間の連結売上高は329億21百万円（前年同期比12.5％増）、

連結営業利益は35億53百万円（前年同期比14.9％増）、連結経常利益は36億68百万円（前年同期比2.3％増）、連

結四半期純利益は25億79百万円(前年同期比12.8％増）となりました。

 

　セグメント別の事業状況は次のとおりであります。

[自動車・建設機械業界向け事業]

　当業界向け事業は、欧州地区の自動車向け製品が堅調に推移したことから、当セグメントの連結売上高は205億

86百万円（前年同期比11.1％増）、連結営業利益は26億96万円（前年同期比42.4％増）となりました。

[一般産業機械業界向け事業]

　当業界向け事業は、東南アジア地区の販売は堅調に推移しましたが、収益面では国内外共に競合激化により採算

性が悪化しました。その結果、当セグメントの連結売上高は76億29百万円（前年同期比3.9％増）、連結営業利益

は３億13百万円（前年同期比58.8％減）となりました。

[舶用業界向け事業]

　当業界向け事業は、国内新造船の持ち直しに加え、欧州・東南アジア向け交換部品需要が堅調に推移したことか

ら、当セグメントの連結売上高は31億12百万円（前年同期比21.8％増）、連結営業利益は６億57百万円（前年同期

比27.8％増）となりました。

[航空宇宙・光工学業界向け事業]

　当業界向け事業は、前第３四半期連結会計期間に光工学業界向け事業を譲り受けましたが、イメージング分野の

受注低迷により、当セグメントの連結売上高は15億92百万円（前年同期比90.4％増）、連結営業損失は１億20百万

円（前年同期は営業損失81百万円）となりました。

 

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

（３）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は３億23百万円であります。なお、当

第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月８日）

上場金融商品取
引所名又は登録
認可金融商品取
引業協会名

内容

普通株式 49,757,821 49,757,821
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら

制限のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株でありま

す。

計 49,757,821 49,757,821 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成26年４月１日～

平成26年６月30日
－ 49,757,821 － 10,490 － 11,337

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載できないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

1,076,300
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

48,610,100
486,101 －

単元未満株式
普通株式

71,421
－ －

発行済株式総数 49,757,821 － －

総株主の議決権 － 486,101 －

 

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

イーグル工業株式会社
東京都港区芝大門
１－12－15

1,076,300 － 1,076,300 2.16

計 － 1,076,300 － 1,076,300 2.16

（注）当第１四半期会計期間末の自己株式は1,076,580株となっております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人日本橋事務所による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 19,593 17,813

受取手形及び売掛金 30,112 29,706

商品及び製品 4,964 4,672

仕掛品 6,689 6,966

原材料及び貯蔵品 4,824 5,114

その他 5,953 7,450

貸倒引当金 △324 △253

流動資産合計 71,814 71,468

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 15,300 15,357

機械装置及び運搬具（純額） 14,617 15,667

その他（純額） 10,430 10,743

有形固定資産合計 40,348 41,768

無形固定資産   

のれん 4,983 4,804

その他 1,547 1,617

無形固定資産合計 6,530 6,422

投資その他の資産   

投資有価証券 18,171 17,795

その他 6,219 6,311

貸倒引当金 △276 △270

投資損失引当金 △277 △277

投資その他の資産合計 23,837 23,559

固定資産合計 70,717 71,750

資産合計 142,531 143,219
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 7,474 7,541

短期借入金 14,731 16,818

未払法人税等 3,116 1,414

賞与引当金 2,029 1,295

その他の引当金 859 714

その他 18,551 20,740

流動負債合計 46,762 48,525

固定負債   

長期借入金 19,126 17,547

退職給付に係る負債 12,122 12,671

役員退職慰労引当金 93 84

その他 1,492 1,163

固定負債合計 32,835 31,467

負債合計 79,597 79,993

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,490 10,490

資本剰余金 11,485 11,491

利益剰余金 34,348 35,601

自己株式 △967 △957

株主資本合計 55,358 56,626

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 299 352

為替換算調整勘定 2,626 1,422

退職給付に係る調整累計額 △2,666 △2,597

その他の包括利益累計額合計 259 △822

少数株主持分 7,316 7,421

純資産合計 62,933 63,225

負債純資産合計 142,531 143,219
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 29,264 32,921

売上原価 21,397 23,849

売上総利益 7,866 9,072

販売費及び一般管理費 4,774 5,519

営業利益 3,091 3,553

営業外収益   

受取利息 28 97

受取配当金 61 16

持分法による投資利益 310 401

為替差益 376 －

その他 29 196

営業外収益合計 805 712

営業外費用   

支払利息 164 154

為替差損 － 279

寄付金 104 104

その他 43 58

営業外費用合計 312 597

経常利益 3,585 3,668

特別利益   

固定資産売却益 1 3

負ののれん発生益 － 18

その他 1 4

特別利益合計 2 26

特別損失   

固定資産売却損 1 7

固定資産除却損 10 4

その他 0 －

特別損失合計 12 12

税金等調整前四半期純利益 3,575 3,682

法人税等 1,036 947

少数株主損益調整前四半期純利益 2,539 2,735

少数株主利益 250 155

四半期純利益 2,288 2,579
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,539 2,735

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 24 53

為替換算調整勘定 655 △627

退職給付に係る調整額 － 115

持分法適用会社に対する持分相当額 1,595 △668

その他の包括利益合計 2,275 △1,127

四半期包括利益 4,814 1,607

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,728 1,498

少数株主に係る四半期包括利益 86 109
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法について

も、従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間および支払見込期

間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

　この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が６億40百万円増加し、利益剰余金が４億

59百万円減少、少数株主持分が47百万円増加しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常

利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する事務上の取扱いの適用）

　「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成

25年12月25日）を当第１四半期連結会計期間より適用しておりますが、本実務対応報告が定める経過的な取扱い

を適用し、本実務対応報告の適用初年度の期首より前に締結された信託契約に係る会計処理については、本実務

対応報告の方法によらず、従来採用していた方法を継続しております。

　これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法について、従来、当社及び一部の国内連結子会社は定率

法によっておりましたが（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）については定

額法）、当第１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。

　グローバルな生産体制の構築などによって当社グループにおける海外拠点の重要性が高まっていることを契機

として減価償却方法の見直しを検討した結果、減価償却方法を定額法に変更することとしました。これは、製造

設備等が耐用年数にわたり安定的な稼働が見込まれること、及び急激な陳腐化リスクが低いため、均等償却によ

り費用配分を行うことが有形固定資産の使用実態をより適切かつ合理的に反映させることができると判断したた

めであります。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ１億45

百万円増加しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　１．受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

受取手形割引高 12百万円 11百万円

受取手形裏書譲渡高 896 863

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

減価償却費 1,365百万円 1,354百万円

のれんの償却額 241 144

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年６月30日）

配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月25日

定時株主総会
普通株式 340 7.0 平成25年３月31日 平成25年６月26日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）

配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日

定時株主総会
普通株式 876 18.0 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年６月30日）

① 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 

自動車・

建設機械業

界向け事業

一般産業

機械業界

向け事業

舶用業界

向け事業

航空宇宙

業界向け

事業

合計 調整額

四半期連

結損益計算

書計上額

売上高        

外部顧客への売上高 18,526 7,346 2,555 836 29,264 － 29,264

セグメント間の内部売上高

又は振替高
119 40 1 － 161 △161 －

計 18,645 7,386 2,556 836 29,425 △161 29,264

セグメント利益又は損失（△） 1,893 761 514 △81 3,087 4 3,091

　（注）１．セグメント利益又は損失の調整額４百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　　　２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 

② 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）

① 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 

自動車・

建設機械業

界向け事業

一般産業

機械業界

向け事業

舶用業界

向け事業

航空宇

宙・光工

学業界向

け事業

合計 調整額

四半期連

結損益計算

書計上額

売上高        

外部顧客への売上高 20,586 7,629 3,112 1,592 32,921 － 32,921

セグメント間の内部売上高

又は振替高
83 40 1 － 124 △124 －

計 20,669 7,670 3,113 1,592 33,046 △124 32,921

セグメント利益又は損失（△） 2,696 313 657 △120 3,547 5 3,553

　（注）１．セグメント利益又は損失の調整額５百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　　　２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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② 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。

 

③ 報告セグメントの変更等に関する事項

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　注記事項（会計方針の変更）に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の

計算方法を変更したことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更してお

ります。

　なお、当該変更による各報告セグメント利益に及ぼす影響は軽微であります。

 

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　注記事項（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）に記載のとおり、当第１四半期

連結会計期間より有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法について、当社及び一部の国内連結子

会社の有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法を定額法に変更したことに伴い、事業セグメントの

減価償却費の計算方法を同様に変更しております。

　これにより、従来の方法によった場合に比べて当第１四半期連結累計期間のセグメント利益は、自動車・建

設機械業界向け事業で１億10百万円、一般産業機械業界向け事業で11百万円、舶用業界向け事業で９百万円増

加、セグメント損失は航空宇宙・光工学業界向け事業で14百万円減少しております。

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 47円52銭 53円48銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 2,288 2,579

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 2,288 2,579

普通株式の期中平均株式数（千株） 48,155 48,242

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年８月８日

イーグル工業株式会社

取締役会　御中

 

監査法人日本橋事務所

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 渡邉　均　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 矢島　賢一　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているイーグル工業株

式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から

平成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行なった。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、イーグル工業株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

強調事項

　会計方針の変更等に記載されているとおり、会社及び一部の国内連結子会社は、有形固定資産（リース資産を除く）の

減価償却方法を、当第１四半期連結会計期間より定率法から定額法に変更している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が四半期連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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